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種子に関連する主な国際法・条約は，表 1 の通りである． 59 
 60 
【表 1 挿入】 61 
 62 







を充てた分析が中心である（林 2003，田上 2009，Morgera et al 2012 など）．70 
現実に，各国において，講じられている措置は，CBD が標準的な手続きとして定め71 
る内容の場合もあれば，デンマークのように，許可手続きを必要としない通知のみ72 
としている国もある 4)． 73 
一方で，ITPGR は，多国間システム（The Multilateral System：MLS）という74 
制度を設立し，MLS が対象とする植物遺伝資源を指定（MLS に指定された植物遺75 
伝資源を含めるよう国に義務付け），MLS に含まれた植物遺伝資源の取得，利用に76 
係るルール（具体的には，定型の契約書）を条約上で定めた（Manzella 2016）．77 
MLS が対象とする植物遺伝資源は，附属書 1 に掲げる植物で，その内，提供の対78 
象になるものは，「締約国の管理及び監督の下にあり，かつ公共のもの（under the 79 
management and control of Parties and in the public domain）にあるもの」をす80 
べて含む．日本が ITPGR を締結する際，茨城県にある「国立研究開発法人農業・81 
食品産業技術総合研究機構 遺伝資源センタ （ー以下，農研機構）」が実施する農業82 
生物資源ジーンバンクで保存している植物遺伝資源を MLS に登録した 5)．「締約国83 
の管理及び監督の下にあり」という用語の解釈を巡り，理事会の下に設置された専84 

















認することが求められる．ただし，ITPGR 第 12 条 3 項（h）は，「国内法令又は国102 
内法令が存在しない場合には理事会が設定する基準に従って行われることに締約103 
国が合意していること」と定めており，理事会が植物遺伝資源の取得に関する基準104 
を設定することができることを確認している．しかし，ITPGR 発効から 16 年経過105 
しているものの，当該基準に関して，理事会で議論されたことは，これまでにない． 106 
最後に，UPOV 条約を取りあげる．UPOV 条約の目的は，共通の基本原則に基づ107 
いた審査を通じて，植物の新品種を保護によって，新品種の開発や流通を促進する108 
ことである（中務 2017）．ここで言及されている共通の基本原則は，育成者権と109 
いう排他的な権利を付与するための(i) 新規性，(ii) 区別性，(iii) 均一性，(iv) 安定110 
性の 4 つの条件を指す．左記の 4 つの条件等を満たした植物の新品種を対象に，排111 
他的な権利が，審査を通じて付与される．しかし，排他的な権利は，永遠に続くわ112 
けではなく，一定の期間後に消尽する．また，育成者権には，権利の行使が及ばな113 














CBD や ITPGR に関しては，新規立法は必要としないとの判断から，現行法で担保128 
したことが，これまでの研究から明らかにされている．CBD 第 15 条 5 項が定めて129 
いるように，遺伝資源の取得の機会の提供は，事前の情報に基づく国の同意（以下，130 
PIC 手続きと言う）を必要とすることを標準的な手続きとして定めているものの，131 





一方で，政府は，種苗法の改正によって UPOV 条約を締結した．種苗法は，新品137 
種の保護のための品種登録に関する制度，指定種苗の表示に関する規制等について138 
定めることによって，品種の育成の振興と種苗の流通の適正化を図り，もって農林139 




















































育成者権の登録を維持するためには，年間 6000～36000 円掛かるため，振興財団192 
の財政基盤を考慮すると，育成者権を申請することは，残念ながら考えられない．193 
なお，UPOV 条約第 15 条 2 項が定める育成者権の任意的例外は，各国の裁量に委194 
ねられており，“育成者の正当な利益を保護する条件“として，品種の種類，種子の195 
量，作物の価値，作物の区域，育成者に報酬を提供するなど，様々な条件が挙げら196 
















所属 総合地球環境学研究所 研究部 213 
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2）農林水産省 食料産業局 知的財産課による「（4）品種登録の業種別出願・登録件220 
数 」 （ （ 平 成 30 年 3 月 31 日 現 在 ）221 
http://www.hinshu2.maff.go.jp/tokei/contents/4_gyoshubetsu.pdf）を確認くださ222 
い． 223 
3）UPOV 条約（1991 年改正）は，明示的に目的規定を定めていない． 224 
4）各国の詳しい情報については，環境省が提供する ABS に関する情報サイト225 
（http://abs.env.go.jp/）や生物多様性条約事務局が管理，運営する ABS クリアリ226 
ングハウス（https://absch.cbd.int）を参照ください。 227 
5）農林水産技術会議報 2014 年 7 月 18 日道発表資料「食料及び農業のための植物228 
遺伝資源に関する国際条約（ITPGR）に基づく植物遺伝資源の公開について」229 
（http://www.affrc.maff.go.jp/docs/press/14/140718.htm）を参照ください． 230 
6）Report of the First Meeting of the Ad Hoc Advisory Technical Committee on 231 
the SMTA and the Multilateral System of the Treaty（IT/GB-4/11/Inf. 7）の232 
APPENDIX 3 を参照ください． 233 
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略称 CBD ITPGR UPOV 条約 
加盟国数 
（ 2019
年 4 月） 
196 か国・地域 145 か国・地域 75 か国・地域 
採択年 1992 年 2001 年 1961 年（1972 年，
1978 年，1991 年に
改正） 
発効年 1993 年 2004 年 1998 年 
日本の締
結の有無 





























る こ と （ 中 務 
2017）3) 
 276 
 277 
